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１．はじめに
　「先生の言った通りには津波も地震も来なかっ
たけど，勉強して訓練していたから助かった。あ
りがとね！」という声をかけられ，私はどれほど
ありがたかったことか。
　宮城県にとって2011年の地震・津波は，「半ば
想定されていた。しかし，実際には発災の規模が
大きく，多くの地域ではこれに翻弄された。地域
や学校など，範囲が特定される防災や減災の実現
を考えるとき，原理原則を明確に示し，発災時に
ブレない行動を自ずから行えるようにするための
一連の工夫が必要なようだ。
　「津波にせよ地盤災害にせよ，ほとんどの場合，
回避することが可能である。」ただし，いくつか
の条件がある。その一つで最も基本的なものが土
地勘である。このことに異論を唱える向きは少な
いのではないか。
２．対話型防災マップ作りの効果と限界
　東日本大震災以前から，宮城県七ヶ浜町の２つ
の自主防災組織と塩釜市の浦戸諸島の方々と防災
マップ作りを行ってきており，震災後のこの作業
は地域・地区防災構造の再構築として継続してい
る。このマップ作りは，「GISデータベース，大
判の紙地図，現地調査，避難訓練と座談会」を一
連の流れとして繰り返すものだ。具体的には，先
ず筆者が，地域の自然特性・災害史・土地利用特
性・住民特性・想定される災害要因についての説
明を行う。次いで相談して災害対応目標を設定す
る。津波想定の場合，結果として「いち早く避難
して命だけは守る。そのために地区内で取りあえ
ず避難する高台を『一時避難場所』（いっときひ
なんばしょ）として必要箇所数定める」という一
点に絞ることとなった。これに基づいて先の資料
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に求めることとなった。しかし，地道な地域理解に基づいて，地域民自らが的確な避難行動を行うた
めのあり方をどう考察すればよいかのパラダイムは未だ明確になっていないように思う。地域住民
の意思決定を伴う減災は，地域を地域自らがマネジメントする為の処方箋そのものだろう地域理解を
ベースとする科学である地理学や第四紀学が防災の科学技術とは少し違う地域ベースの減災科学を提
案すべきではないか。
　キーワード：防災，減災，地域，第四紀学，自然地理学，減災パラダイム
図１　防災と減災　役割と機能
（栗駒山麓ジオパーク推進協議会、2014）
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などを用いた作業を行うのである。毎年に避難訓
練では一時避難場所に集合して，座談会を行って
きたが，その会で，ほんとに此処で良いのか，地
権者が変わったので，など場所の変更を余儀なく
されることも多く，その都度最新バージョンの避
難マップを作り変えることになった。メディアで
大きく取り上げられた花渕浜地区では大震災発生
３か月前に第６回目の修正版「おらほの防災マッ
プ」を作り，ラミネートして地区各戸に配布した。
　配布の仕方は，それぞれの自主防災組織の判断
に委ねた。実際の津波襲来時には，関係した３地
区全てで迅速な避難行動が実行された，死者・行
方不明者数は他の隣接区と比して大きな差が生じ
た。実は，一時避難場所の全てが安全だった訳で
はない。都合４か所が津波に浸水したり，孤立し
たりしたのだ。ただ，これら４か所に避難した地
写真１　対話型防災マップ作りの様子（宮城，2014）
図２　塩釜市浦戸野々島区の地域コミュニティーレ
　　　ベルの避難対応マップ
図３　七ヶ浜町代ケ崎浜区清水地区の「おらいの防災マップ」
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域住民は皆無だった。中でも，同性寺一時避難場
所への避難では，当初からこの場所の地盤高は
3.3mであり，想定津波に対しては十分な高度を
持つが，この地盤高の意味は常に話題であった。
　この場所へ避難する住民は，大震災の発生に即
応して，避難場所である本堂に集合した。しかし
防災リーダー（鈴木亨（とおる））は軽トラのラ
ジオを聞いて，津波の波高が想定より高いことを
知り，早速住職と図って，より高台に２次避難す
ることを決めた。ただ，この実施には，避難者の
同意が当然ながら必要であり，本堂（屋内）で暖
を取りホッとしているお年寄りには酷でもあっ
た。「亨が言うから仕方ねえな！」と渋々承諾す
る50人を上回る避難者を墓地（屋外）の広場に移
動し終えたとき，津波第一波が本堂の軒下まで達
した。その日はとても寒く時折雪も舞ったが，近
辺のものを燃やして暖を取り，皆で団結して朝を
待った。その間奇跡的に一人の携帯が名古屋の知
人と繋がり，翌朝の自衛隊救援に結び付いた。元
気なお年寄りがニュース映像に映し出されること
となった。その後は，地区の避難所設置・運営，
安否確認，防犯，物資調達・供給が地区住民によ
り実施され，現在も活発な防災活動を継続してい
る。
 　2008年10月に作成したこの地図（図３）は，
市が指定した避難所に到達する前に，先ずは命を
護るために２か所の高台を一時避難場所と決め
た。大津波の襲来時には全ての住民がここに避難
し，津波が引いた後に合流して避難所の学校に集
合し，地区を挙げての避難所生活が始まった。代ヶ
崎地区自主防災会では，新たに７カ所の一時避難
場所を設定した。それぞれの避難場所ごとに対応
する班と家，危険個所，津波想定，消火栓などの
情報が載っている。最新版は震災２年前に作成し
た。大震災の発災時には，個々に避難場所に避難
集合した。そこからは消防団と自主防災組織のメ
ンバーが避難民を軽トラックに乗せ，町指定の避
難所にピストン輸送した。
３．大震災前後を通した栗原市での取り組み
　栗原市は，2008年岩手・宮城内陸地震により，
荒砥沢地すべりを始めとして激烈な破壊を被った
地域である。また2011年の東日本大震災に際して
も震度7を記録した場所でもある。現在，ここで
は激烈な破壊から立ち直るべく多角的な施策を講
じているが，その柱に「栗駒山麓ジオパーク構想」
がある。ことの経緯からして，栗駒山麓ジオパー
クを構想するにあたって，その基本的な出発点を，
この事業（運動）を通して防災・減災を実現する
手段の一つに位置付けて種々の活動を展開してい
る。
　その中で小中学校の児童生徒を対象とした「防
災教育やふるさと教育」を重点的に実施してい
る。産学官がまとまって設立された推進母体であ
る「ジオパーク推進協議会」の下に「防災教育部
会」を設けて活動している。活動には筆者が関わ
ることもあれば，「地域おこし協力隊」が担当す
ることもある。
　既に「仮称 なんて素敵な栗原の防災ジオ読本」
を作成した。ここでの喫緊の課題は，子供たちの
レベルに合わせ実際に授業で使える副読本を作る
ことであった。どうカリキュラムに取り込むかに
腐心し，学校の防災主任が参画する様々な学年レ
ベルに応じた副読本を作ることを手掛け始めてい
る。
４．防災科学の基本要素から見れば
　災害の発生予測は，第１にSite Prediction，第
２ にTime Prediction， 第 ３ に　Size Prediction 
の３段階がある。このうち，第２，第３は，これ
まで常に災害科学研究の最前線にあり，予知や実
験・シミュレーション科学の主要課題であった。
しかし，防災と減災との協働が不可欠という中央
防災会議における「パラダイムの転換」がなされ
たことを踏まえて，防災と減災の関係を整理する
と，減災においてはどうしても個々人の判断を伴
う場面が発生せざるを得ないこととなった。
　第１のSite Prediction「何処に，どんな災害脆
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弱性があるのか」について，災害回避行動をと
る一人一人が知っておくことが必要な時代になっ
た。減災科学という枠組みが設定されるとすれば，
災害回避行動を何時・何処に・どのようにとって
危険な場所から安全な場所へ逃れるかが大きな課
題となるであろう。
　これまでの科学技術の進歩の中で，場所性の把
握は，他のTime やSizeに比して圧倒的に進展し
ているように認識している。例えば，地震防災に
おける活断層分布情報，斜面防災の観点からの地
すべり・崩壊・落石・土石流，切土・盛土・腹付
け盛土・軟弱地盤，津波防災での沿岸低地帯での
地盤高と津波履歴など枚挙に暇がない。
５．減災の処方箋の必要性
　誤解を恐れず敢えて言えば，地域の構成員にとっ
て最低限必要なことは，防災科学の最先端の知識
や，地震発生のメカニズムに関する知識もさるこ
とながら，「どの様な危険が何処に潜むか」を顕在
化させること。被災を避ける工夫をするにも「何
処にどのように避難するのが良いか？」「それは何
故か？」を十二分に考えること，議論すること，
実行すること，改善すること，見直すことにある。
　「発災時に被災回避はどうしたらよいか」この
一点に焦点を当て，明快な達成目標を設定すべき
である。対津波なら避難（命をまもる）ことだ。
　地震動や豪雨による斜面災害回避ならどうか
だ。２次避難を考えることも大事だ。
　このSite Predictionは，これまでの地盤・地形・
地質分野の調査研究の蓄積によって，何処が，何
故，どのように危なさそうかはほぼ予測できるよ
うになったと考えている。我々第四紀学や地理学
の研究者は，地域の成り立ちの分析・理解とその
マッピングに長けている。ここで一段の工夫をし
て，地域住民や学校関係者とともに経験則や原則
を具体の地域に適用することは，「減災を目的と
するなら可能だ」。地の利や地域の災害特性を時
空間的に理解することが土地勘を育むことにな
る。我らの知識と知恵は減災を達成するために，
地域から最も求められるものと考えている。
６． 地理学・第四紀学の応用としての地域防災・
減災学
　地理学や第四紀学は，人類紀の総合科学として，
多岐に渡る科学に裾野を置いている。これら諸科
学を人類紀の事実解明と言う観点から集合した状
態が第四紀学であり，地域の総合学が地理学とす
れば，災害を制御する技術や防ぐ技術を構築する
土台として，激しい環境変動を繰り返しているこ
の時期の実際を理解する科学として大きな役割を
果たしている筈だ。この「自然理解を防災や減災
のためにどう使うべく展開させるか？」という観
点からパラダイムを作り出すべきではないか。
　地域コミュニティーに直接役立つ防災とは何
か。減災パラダイムをどう構築するのか。この努
力の具体的な答えは未だ明快には示されていない
ように思う。科研費の細目に防災科学が明記され
てはいるものの，地域に適用する災害回避の具体
的な処方箋を示すことを目的として掲げるような
研究にはついぞお目にかかったことが無い。特定
図４　対話型防災マップ作りの工程と留意点
（栗駒山麓ジオパーク推進協議会，2014）
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の地域と密接に付き合って，地域防災の実を上げ
た研究者も沢山いるものの，自分自身も含めて，
その実績を踏み台にして個性的な地域コミュニ
ティーにとって共通して必要な留意点がどの様な
もので，個性を踏まえるには何に注目して可視化
すべきかを構造的に示した例は不勉強なこともあ
り，把握していない。その大きな背景としてある
のは，このパラダイム構築の方向性がいわゆる科
学が志向する方向とは必ずしも調和的ではないか
らではないかと思われる。個別性が付きまとう地
域防災に対して基礎科学は一般的な知識を紹介で
きても，「では此処ではどうなの？」という素朴
な問いかけには「それはつまりこうです！」とは
言い切れないからだ。
　現在の日本では，大学（工学部に止まらず）を
地域に貢献しうる知の拠点として位置付ける試み
も行われていると聞く。減災を実現するには，意
思決定と自主避難が不可欠であり，これを保障す
るのは，的確な状況判断と，危険な場所を回避し
て安全な場所にたどりつく地域コミュニティーの
構築であることは自明だ。
　図５に筆者が策定に関わった七ヶ浜町の防災減
災システム構築の取り組みの一端を示した。同町
では震災以前からハザードマップ作りを推進して
いたが，地区の自主防災組織との連携（役割分担）
は明確でなく，また各組織の取り組み状況もまち
まちであった。しかし，震災時の経験を踏まえて，
減災を実現するための町と地区の関係を見直し，
ハザードマップの作り直し，自主防災組織の行動
方針の見直しを行った。震災後５年目を目前にし
て，新たに地区ごとの避難マップ作りを開始する
こととしている。
７．地理学者の役割
　地理学，とりわけ自然地理学は第四紀学会の中
で一定の領域をシェアしているように思う。地理
学にとって第四紀学は，分析の方向性が僅かに異
なるだけで，親和性が強いのだろう。地理学は言
うまでも無く，そこに何が何故あるのかを把握
し，その理由を追求することを大きな目標として
きた。フィールドワークを実践しながら地域性と
いう曖昧模糊とした概念を可視化するために多く
の地図化や概念の明確化を重ねてきた。この方向
性の中で，小さなコミュニティーを理解すること
や小さなコミュニティーにとって役立つ知恵を出
すことを通じてでも，意義深い発見や展開力のあ
る知見を見出すこともできた。
　東日本大震災での見解にヒントを：さて，東日
本大震災と巨大津波の被災は，身近な地域の防災
実現に対して，私達は決して力を発揮できていな
かったことを思い知らされた。一方では，ものす
ごい数の「研究者？」が被災地に殺到して思い思
いにデータを取って思い思いの成果とした。東日
本大震災は，「想定を超えた」と言ううたい文句
の中で，研究者らは自らがよって立つ「専門分野
の深化と防災学への貢献を目指していたに違いな
い！」と信じたい。しかし朝な夕なに遅々として
進まない復興の営みを眺め，地域住民の声の中で
生活する筆者の立場で言えば，世界中の英知が集
結して地道なデータ集積を達成したにもかかわら
ず，地域住民と自治体に対して，「減災を考える
鉄則はこれです！」と言えるような筋書きを示し
きれないでいる。
　東日本大震災と大津波は，しばしば貞観11年
の津波の再来と言われる。筆者らが地域で避難
マップ作りをしていた場面でも，「もし貞観の津
波クラスの大津波が来たらどうしたらいいでしょ
う？」何度もこういった質問を受けていた。一部
の地形学や地質学の専門家は貞観の津波の痕跡を
かなりの程度捕まえていた。慶長地震はと言うと，
「この時期の津波堆積物は耕土の中に紛れてわか
らないから調べ難い。」とも言われていた。そこに，
図５　震災後に作り替えた防災減災のしくみ
（宮城県七ヶ浜町資料）
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想定を超える事態が発生した。
　過去の事実を克明に調べ上げ，この展開の一つ
として防災に資することを志向していた我々に
は，上記の経過を経験して，地域防災や減災をよ
り確かなものにする処方箋なり，減災実現の勘所
につながる明快な提言をできているのだろうか？
地理学の方々は調べるのは得意でも，それを防災・
減災にどうつなげるかについては，かなりの素人
なようだ。しかし第５章でふれたように，災害か
らの避難や回避といった減災に資する知識や知恵
を育む筋道を考察するのは第四紀学，就中自然地
理学の関係者なのではないかと思うのだ。図１に
例示した通り，減災の場面では，モデルとシミュ
レーションによる防災とは違って，人の行動の合
理化と的確化・念のためなどの工夫が求められる
のだ。第四紀学からの処方箋があるとすれば，こ
れを明示的に示すことが求められる。私達には，
個別で蓄積しているコミュニティーレベルでの経
験知を積み重ね，暗黙知としての個々人の想いと
地域の人々の想いを忖度して，減災実現の工夫を
減災学として構築することが求められているよう
に思う。
８． 防災・減災を地域が実現するために第
四紀学や地理学関係者が志向する基礎研
究と地域展開の連関
　地域は個性的であり，且つ極めてヘテロな素材
が混在すると言う側面を持ちながらも，何らかの
「まとまり」「つながり」を持つ「よりどころ」
としての機能を有する。こうした特徴を持つ総体
を的確にとらえることは容易ではない。ましてや
そのような地域に相応した防災・減災の処方箋を
つくることは難しい。
　筆者は，東日本大震災の直後に，「地域が潜在
的に有する災害脆弱性をどのように克服し，新し
い地域コミュニティー像をイメージすることで，
地域社会が持続的に維持される基盤形成に道筋を
つけるにはどうしたらよいかを実践的に考える」
という研究プロジェクトを実施した。この目的達
成に至る道筋として，図６に示す３つのステージ
を設定した。
　地域災害脆弱性の克服と地域協働拠点を構築す
るための３つのステージ：地域に根ざした研究の
実践では，まず基礎研究（実態把握）が求められ
る。本研究の場合，東日本大震災直後の被災地を
主な調査地としたことから，その実態把握に否応
なく多大な時間とエネルギーが費やされた。それ
ゆえ，本研究の成果もこの基礎研究というステー
ジAのものが多数を占めた。とはいえ，対象とし
た被災地域それ自体が復興の道筋を歩み出したこ
とや，各地の災害復興事例や復活のケースから学
ぶことにより，ステージBに位置する研究成果を
生み出すことができた。これら成果において災害
に強い地域構築に直接寄与する実践例も示せるよ
うになった。
　しか残念なことに，この研究計画においても，
現在のところステージCの研究成果を論文という
形，あるいはモデルという形で明示することまで
はできていない。すなわち，「このようにすれば
地域災害脆弱性は克服できる」という特効薬的な
処方箋を提示することはできない。地域に根ざし
た調査研究は実行できても，「これで地域の課題
は解決できる」という発言やパラダイムの提案を
行うには至っていないのが正直なところである。
ステージCの研究成果を求めていくことは，本報
告で繰り返し強調させていただいた研究の姿勢と
して必要欠くべからざるものと考えている。地域
を強く意識した大学の必要性が認識されている状
況もあり，今後も継続的に調査と試行錯誤を続け
ていく必要がある。
図６　地域の防災と減災を志向する調査・研究の３段階
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